
先端技術協力に関する日独首脳共同宣言（概要） 令和８年（2026年）10月
外 務 省

➢ 先端技術を活用して強靱性を高め、グローバル・サウスを含む関係国の技術面を含めた選択の自由を支え、自由で開

かれた国際秩序を維持することで一致。

１ 前文

⚫ １９７４年の日独科学技術協力協定に基づき、世界の平和・安定と人々の生活の質向上のために両国が緊密に連携してきた
歴史を確認。

⚫ 先進技術インフラが構造的な依存に繋がりうることを念頭に、国際社会の自由と開放性の維持のため、グローバルサウス
を含む各国の技術選択に関する自主性を尊重し、日独両国の先端技術を活用することは、自由で開かれた国際秩序を維持
するための重要な要素であることを確認。

⚫ （宇宙） 宇宙航空研究開発機構（JAXA）とドイツ航空宇宙センター（DLR）の協力を基礎に、火星衛星探査計画（MMX）や
１段再使用飛行実験プロジェクト（CALLISTO）等の宇宙科学・探査協力を深化。航空自衛隊と独航空宇宙軍の協力を通じ、
宇宙領域での作戦能力及び相互運用性を向上。

⚫ （フュージョン）ステラレータ方式及びレーザー方式を含む協力を推進。三井物産、京都フュージョニアリング、シーメンス・エ
ナジーの協力合意等により企業・研究機関間の連携を促進。

⚫ （クリーン水素） 脱炭素エネルギー源の確保に資する技術の研究開発で協力。
⚫ （道路インフラ）高速道路会社間の政策・技術・知見の共有を推進。
⚫ （保健研究） 感染症研究における国立健康危機管理研究機構（JIHS）とドイツ大学医学ネットワーク（NUM）との間の協力。
⚫ （放射光科学） 大型放射光施設SPring-8・PETRA IIIの相互利用、共同研究、人材交流を促進。SPring-8-IIへの

高度化を含む次世代放射光施設に関する協力を深化。
⚫ （研究協力） 重要・新興技術分野における研究機関・企業・大学間の具体的協力を推進。科学技術振興機構（JST）の国際共

同研究、日本学術振興会（JSPS）の海外特別研究員事業等を通じて交流を促進。Horizon Europeの枠組みの活用、研究
助成機関間の協力及び若手研究者交流を拡大。

２ 協力分野

３ フォローアップ
⚫ 日独科学技術協力合同委員会等で定期的にフォローアップ。
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